
千円 ％

千円 ％

千円 ％

千円 ％

千円 ％

千円 ％- -

設　立
目　的

　園芸生産組織の整備強化，生産技術の向上，経営基盤の強化及び安定化並びに流通の改善を図る
ことともに，園芸農家等から排出される使用済農業用プラスチックの適正処理の啓蒙，指導，円滑な回
収及び中間処理に関すること並びに園芸作物の種苗の生産，配布及び普及を行い園芸農家の健全な
発展と農村環境の保全に関与することを目的に設立した。
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［事業の概要］

［組織］

事業３

園芸組織対策事
業

園芸リサイクル事
業

園芸種苗事業

事業１

事業２

園芸農家等から排出される使用済農業用プラスチックの
適正処理の啓発，指導，円滑な回収及び中間処理を行
い農村環境の保全と環境の調和した園芸農業を進めて
いる。
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議会を設立し，任意組合や個人出荷者を含めた研修会
等の開催，情報誌の発行，各団体への表彰事業及び流
通対策として野菜消費宣伝のための野菜セミナー等を
開催し消費拡大対策を図る。
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県育成品種や，優良園芸種苗の安定的な生産・供給を
行い，園芸新産地の育成及び園芸産地の維持発展を図
る。
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［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

社団法人園芸いばらき振興協会

平成１７年度 平成１８年度平成１６年度

1,271,868

1,224,020

47,848

1,231,890

1,218,083

13,807

1,164,509

1,161,184

3,325

1,156,958

55,620

87,307

1,231,871

1,149,5931,176,251

30,272

7,365

127,179

93,822

139,061

103,479

81,292

7,551

19,072

△ 3,649

19

1,046,188

971 275

△ 8,567

130,841

100,478

35,860

22,370

4,923

1,101,560

77,643

82,56677,643

16,191

81,292

92,827

1,280,435

1,217,021

63,414

1,210,920

1 123 088

区　　　　分

流動資産

収

支

の

状

況

事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

事業収入

事業外収入

事業支出

財

（単位：千円）

65,101

1 011 458

負債

正味財産

委託金
 

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
別紙参考

90,102

971,275

74,913

00

88,200

1,023,917

919,956

0

103,96199,174

865,722

0

1,123,088

87,832

財政的関与の割合（％）

82,566

0

　

7,532

41%

529,800

流動資産

固定資産

　　計

0

964,896

　

流動負債

うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金

貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

（単位：千円）

補助金

委託金

522,268 420,152 512,184

8,1178,517

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

77,64381,292

1,128,354

1,011,458

1,040,154

［平成１８年度の補助金等の目的・内容等］

　

損失補償・債務保証

520,301428,669

43%

　

37%

　

　

貸付金
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組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

《評価の視点》

組織運営の
適正性

36.2%

25.0%

29.2%効率性

合計

10 40

24

94

7

34

公益法人会計用
社団法人園芸いばらき振興協会

警　戒　指　標

満点

8

14

8

得点率

100.0%

28.6%

62.5%

評点

8

4

54

評価項目数

4

5

［評点集計］

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性
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経営評価レーダーチャート

 
 

計画性 効率性
　会員（市町村・農協
等）の合併等で会費
収入の減少や県から
の補助金依存度が
高いことが課題であ
る。効率的な事業運
営に努める。

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

効率性

　本県の園芸は，生産・販売面での組織力の強化，品質の向上，本県産のイメージアップ
等が課題である。このため，引き続き県域での生産・出荷組織づくりを進めながらの，生産
技術の向上及び流通改善等の事業を展開する。また，野菜価格安定事業や農業用プラス
チックの適正処理及び園芸種苗事業は，園芸振興と密接な関係があるので更に園芸農家
への啓蒙を図る。

健全性
　引き続き，経費の削
減等に努める。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

る

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
　
　年次計画をもとに戦
略等を検討し，計画
の実現に向け努力す
る。

　県の園芸振興基本
方針と整合を図りなが
ら，行政及び団体と連
携し，設立目的に沿っ
て事業をすすめる。

　派遣職員中心の組
織であるため，派遣
先の理解を得なが
ら，人員の適正な水
準を維持し事業を円
滑に遂行する。

組織運営の適

正性
健全性
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［法人を担当する課の意見］

平成２０年度

組織統合又は管理部門の 元化の 組織統合又は管理部門 元化 組織統合又は管理部門 元

　中長期計画をもと
に，事業推進状況，
経営状況の課題等を
正確に把握し，生産
者，行政，農業団体
等が一体となった園
芸振興に取り組んで
いく必要がある。

　県で策定した「茨城
県農業・農村振興計
画」との整合性を図り
ながら，協会としての
役割を明確にして，事
業の執行を進めていく
必要がある。

　幅広い事業を安定
的に実施して行くた
めには，各事業にお
ける効率的な執行に
努め，経営努力によ
り県補助金への依存
率を下げていくことが
必要である。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性
　引き続き，効率的な
事務事業の執行に努
め，運営経費の削減
に取り組んでいく。

　市町村やＪＡからの
派遣職員が主体と
なった組織体制のた
め，適正な人員確保
に努めていく必要が
ある。

平成１８年度

組織事業の見直し
（財）茨城県農林振興公社，（社）茨城県穀物改良協会との組織の統合又は管理部門の一
元化等については，各団体の設立目的，組織形態，業務内容，運営方法の類似性などを
勘案しながら検討を行い，平成１８年度末を目途にその方向性を出したうえで，平成１９年
度に関係団体と実施に向けた調整を図り，平成２０年４月からの実施を目指す。

平成１９年度
改
革
工

取組内容等

・組織統合又は管理部門の一元化の
方向性について検討委員会及びワー
キングチームを設置し，見直し案の検
討，取りまとめを行う。

・組織統合又は管理部門一元化
等の実施調整

・組織統合又は管理部門一元
化等の実施予定

・種苗生産から廃プラスチック処理まで幅広い事業を行っていることから，市町村，農業団
体等の関係機関との連携を強化し，県内園芸農業の一層の振興に向けてより効果的な事
業運営に努める必要がある。
・（財）茨城県農林振興公社，（社）茨城県穀物改良協会との組織の統合又は管理部門の
一元化については，関係課と各団体が連携して，現況や将来像を分析しながら検討を進
めていく必要がある。

法人担当課の意見

取
 

組
 

状
 

況

(平成１８年度の取組状況）
県農林水産部に検討委員会及びワー
キングチームを設置して組織・事業見
直しの具体案を検討し，県としての考え
方を管理部門（共通事務）の一元化に
取組むこととして整理した。

計
　
　
　
画

- -

工
程
表
等
の
取
組
状
況
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［総合評価］

組織運営の適正性 健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

　産地強化推進事業などの行政代行・補完的公益業務については，年々運営の難しさが
増加しているが，協会全体では財務的な問題はない。
　園芸リサイクル事業・園芸種苗センター事業は，民間と競合する収益事業であり，法人と
しての継続の必要性も含めて，今後の事業への取組方針を明確化する必要がある。
　県全体の農業改革や公益法人改革に対応するため，（財）茨城県農林振興公社，（社）
茨城県穀物改良協会との３団体組織統合または管理部門の一元化について，引き続き検
討を加え，社団会員の理解を得てその実現を図られたい。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性

総合的所見等

　園芸リサイクル事業，園芸種苗事業については，事業の効率性や公益性の面から当法
人が実施することの意義をよく検討することにより，今後の当法人の事業運営の取組方針
に対して適切な指導を行っていく。

から県民のみなさまへ＞

   県の園芸振興基本方針に沿って，ＪＡ・任意組合等が一体となった県域の組織づくりを進めながら，新鮮で安
心・安全な青果物が生産出荷されるよう生産履歴の記帳推進やそれらの情報提供を行う「いばらき農産物ネットカ
タログ」の活用等の支援をするとともに，販売促進活動を県及び農業団体等と連携して推進しております。また，
野菜価格安定事業を実施するほか，環境対策として，使用済み農業用プラスチックの処理やプラグ苗を利用した
園芸産地づくり等に取り組んでいます。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年２月　　会長　　串田　武久

総合的所見等
に係る対応

に対して適切な指導を行っていく。
　また，(財)茨城県農林振興公社，(社)茨城県穀物改良協会との組織の統合または管理部
門の一元化については，平成１９年６月に設置した「農業関係３団体組織検討委員会」で
検討を進めており，当面，管理部門（共通事務）一元化について，その実施に向けた調整
を図っていく。

＜ 社団法人園芸いばらき振興協会
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〔財的関与の状況〕
　補助金

金　額（円） 目　　的 内　　　　容 効　　果

16,460,000
農業用プラス
チック処理再生
対策事業費

園芸リサイクルセンターにおける農業用使用済塩
化ビニールの処理運営に対する助成

園芸リサイクルセンターの運営及
び使用済みプラスチックの回収・
処理が円滑に行われた

9,207,000
農業用使用済ビ
ニール回収事業
費

農業用使用済塩化ビニールの円滑な回収を図るた
めの助成

使用済み農ビの適正処理の啓蒙指
導を行い回収（4,604㌧）が円滑
に行われた

2,851,000
農業用ポリエチ
レン適正処理対
策事業費

農業用使用済ポリエチレンの円滑な回収を図る
ための助成

使用済み農ポリの適正処理の啓蒙
指導を行い回収(1,357㌧)が円滑
に行われた

・園芸いばらき振興協会運営費
・園芸団体組織強化事業
・情報紙発行事業
・品目別振興対策協議会設置事業
・園芸振興表彰事業

1,400,000
品質向上運動推
進事業費

産地育成アドバイザーを設置して、市場評価向上
のための,組織的な取り組み活動の支援やリー
ダーが果たす役割等を学習する研修会を行うため
の助成

産地アドバイザーを設置し
ブロック別リーダー研修会の開催
等市場評価を高める活動の支援を
行った

2,281,000
産地構造改革特
別対策事業費

野菜消費量の増加と摂取の習慣化を促進するため
料理フェアの開催、野菜セミナーの開催、産地体
験交流会等を実施するための助成

主要野菜について、産地体験・
交流会・料理展示・試食会等各種
の消費拡大対策を実施した

25,768,832
園芸種苗施設運
営管理費

園芸種苗施設において、県育成品種の採種優良園
芸種苗の安定的な生産・供給を行い園芸新産地の
育成及び維持発展を図るための助成

園芸種苗センターの運定及び
ピーマン・トマト等の苗の安定的
生産・供給(2,217千本)が円滑に
行われた(前年比９８％)

408,294,214
野菜価格安定対
策事業費

・野菜生産出荷安定資金造成事業
・野菜価格安定運営費
・県内消費野菜供給安定事業
・転作野菜価格安定事業
・新産地育成野菜価格安定事業
・特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
・指定野菜供給事業

野菜価格の低落時に生産者に対し
価格差補給金を交付し野菜の安定
的供給確保と野菜農家の経営の安
定が図られた

計 512,183,551

　委託料

金　額（円） 目　　的 内　　　　容 効　　果

300,000
なし及びくり生
産指導者等研修
会

梨及び栗の品質向上や生産性向上を目指し生産指
導者を対象に技術的指導や研修会を開催する

剪定講習会等を実施し技術の向上
を図った

1,000,000
地域特産果樹生
産振興

地域特産果樹(ｷｳｲﾌﾙｰﾂ，もも，いちじく，ゆず，
ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ，ぎんなんの６品目）などの栽培技術の
確支援や観光果樹の販売方法等を検討するための
体制を整備する

地域特産果樹栽培者の組織化，栽
培技術の向上及び加工品の開発が
行われた

4,700,000
野菜指定産地等
整備活性化推進

産地の現状診断、産地整備計画等の作成に関する
指導、産地育成に必要な技術指導や啓発活動を行
う

産地の実態調査及び指導を行い、
生産出荷体制の強化を図った

2,117,415
園芸種苗セン
ター管理委託

園芸種苗センターの管理業務
園芸種苗センターの保守管理
（ハウス、浄化槽、電気、消防、
ボイラー）が円滑に行われた

計 8,117,415

合計 520,300,966

45,921,505
いばらきの野菜
産地強化総合推
進事業費

協会の運営及び、園芸主要品目の
組織強化や生産向上講習会等各事
業が円滑に行われた
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